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要旨： 各規基準で示される有開口耐震壁における各開口の置換判定法の適用範囲の解明を目的として FEM

パラメトリック解析を行った。解析の結果，開口間隔よりも開口形状による耐力低下が支配的であり，本解

析の開口条件においては元の開口の投影面積が包絡開口面積と近い場合に包絡開口による算定と良い対応を

示した。また包絡開口時の等価開口周比が大きいモデルの場合，開口間隔の増加に伴い最大せん断力も増加

し，現行の RC 規準による終局せん断耐力算定手法では，最大せん断力を過小評価することとなった。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート（RC）造建築物における主要な耐震

要素のひとつである耐震壁は，建築計画等の理由から開

口を設けた有開口耐震壁となる場合が多い。耐震壁の同

一層に複数の開口が設けられている場合，現行の鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説 1）（以下，RC 規準）に

は，投影高さと投影長さを考慮した包絡開口に置換して，

開口に応じた低減率を無開口耐震壁の終局せん断耐力に

乗じて算定する設計手法が記されている。本手法は簡便

な方法であるものの，投影長さと投影高さが等しいと開

口面積や間隔によらず同等の終局せん断耐力が算定され

る。しかし既往の研究 2）によると同一層に開口が複数設

けられている場合，開口配置に応じて最大耐力や破壊性

状に差異が生じることから，本手法の適用の可否ついて

は設計者の判断に委ねられている。 

このような背景から，筆者らは元の開口形状と開口間

隔の差異が終局せん断耐力に及ぼす影響ならびに包絡開

口に置換する算定手法の適用条件を明確にすることを目

的として研究を行っている。昨年度には包絡開口とみな

すと等価な終局せん断耐力が算定される有開口耐震壁を

対象に構造実験 3）を行い，開口間隔と開口形状の差異に

よって最大耐力が変化することを示すとともに，開口間

壁板の最大耐力への寄与状況について考察してきた。 

一方，有開口耐震壁を対象とした有限要素解析（以下，

FEM 解析）によって実験の履歴特性を再現するモデル化

手法 4），5）も構築されており，筆者も包絡開口試験体を対

象に解析を行い，実験結果を模擬できることを示した 6）。 

以上の成果を基に，本論文では包絡開口に置換するこ

とで同一の終局せん断耐力を算定しうる有開口耐震壁の

モデルによるパラメトリック解析を行い，開口計画の差

異による水平成分のせん断伝達性状の把握を行う。 

2. FEM 解析概要 3） 

2.1 パラメトリック解析モデル 

 図－1 に開口を変数とした解析モデルの一例を，図－

2 に解析モデル名称を示す。本解析では文献 3）の包絡開

口試験体 WEO1，WEO2 の開口計画を基に開口サイズ，

開口形状および開口間隔を解析変数とした。開口サイズ

は，WEO1，WEO2 と同様に包絡開口の等価開口周比が

0.37 となるものを Model0.37，およそ半分の等価開口周

比 0.18 となるものを Model0.18 とそれぞれ呼称する。開

口形状は元の開口長さに対する開口高さの比が WEO1

の開口形状と同様に 1：2/3である開口形状のモデルをB，

WEO2 の開口形状と同様に 1：1 である開口形状のモデ

ルを C とし，包絡開口に置換した際の開口形状のモデル

を A と呼称する。また，開口形状ごとに開口間隔の最小

値 100mm，増分値 100mm として解析を行う。解析モデ

ル数は，Model0.37 の場合開口形状シリーズ毎に 10 体，

Model0.18 の場合開口形状シリーズ毎に 13 体，各開口サ

イズの包絡開口を持つ解析モデル A で 2 体の合計で 48

体のモデルを対象に解析を行った。本解析モデルでは，

いずれの解析モデルも同一の開口サイズであれば，開口

形状Aシリーズに示した包絡開口に置換することで開口

間隔や開口形状によらず同一の終局せん断耐力を算定す

ることを意図している。 

そのほか解析モデルの詳細について，表－1 に解析モ

デル諸元を示す。解析モデルは実物大の約 1/3 スケール

で一般的な 6 層程度の RC 造建物の下部を想定した連層

耐震壁の試験体を対象としている。実験概要は文献 3）

を参照されたい。 

2.2 解析モデル化手法 

図－3 に対象とした解析モデルの要素分割図を示す。

また表－2 に材料特性を，表－3 に載荷サイクルを示す。 
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図－2 解析モデル名称 

 

 

図－3 解析モデル要素分割（例:Model0.37 B-200） 

 

解析には非線形コンクリート構造解析ソフト『FINAL』7）

を使用した。解析は二次元解析とし，要素分割は壁 50mm

×50mm，柱・梁は主筋間隔に合わせた要素分割とした。

コンクリートは四辺形要素でモデル化し，壁筋および補

強筋は埋め込み鉄筋として鉄筋層に置換した。柱梁主筋

はトラス要素として線材に置換し，接合要素でコンクリ

ート要素と接合することで主筋の付着を再現した。 

解析の加力について，実験では鉛直ジャッキでせん断

スパン比をコントロールしていることから，解析では上

スタブ上端に鉛直荷重 400kN を加えたのちに，上スタブ

右から表－3 の載荷表に従い加力を行った。加力は目標

変位までは変位制御とし，その後 0kN まで応力制御で除

荷し，再び目標変位まで変位制御を行った。 

材料特性値は，コンクリートの一軸圧縮強度 σB を

25N/mm2 とし，一軸圧縮強度をもとに低減したヤング係

数 Ec，引張強度 FT および割増した圧縮ひずみ εC0 を文献 

表－1 解析モデル諸元 
 Model0.18 Model0.37 

柱 

B×D 200×200mm 
主筋 12-D13（Pg=3.8%） 
帯筋 D6@60（Ps=0.53%） 
副帯筋 2-D6@120（Ps=0.27%） 

梁 
B×D 150mm×200mm 
主筋 4-D10（Pg=3.8%） 
帯筋 2-D6@100（Ps=0.42%） 

壁 

壁厚 80mm 
縦筋 D6@100 千鳥（Ps=0.4%） 
横筋 D6@100 千鳥（Ps=0.4%） 

開口補強筋 D10 

開口間隔 
最小値 100mm 100mm 
最大値 1300mm 1000mm 

包絡開口 200×300mm 400×600mm 

表－2 材料特性 

鉄筋 

種別 使用部位 
降伏強度 
（N/mm2） 

ヤング係数 
（N/mm2） 

D6 壁筋・柱梁補強筋 295 2.05×105 
D10 梁主筋・開口補強筋 345 2.05×105 
D13 柱主筋 390 2.05×105 

コンクリート 5） 
σB 

（N/mm2） 
FT 

（N/mm2） 
EC  

（kN/mm2） 
ポアソン

比 
圧縮ひずみ

（μ） 
25 1.32 1.19 0.167 4500 

表－3 載荷サイクル 

部材角 R（Rad.） 計測変位 δ（mm） サイクル数 
1/1000 2.1 2 
1/500 4.2 2 
1/333 6.3 2 
1/250 8.4 2 
1/200 10.5 2 
1/133 15.79 1 
1/100 21 1 

 

5）と同様の式で算定した値で解析を行ったほか，材料構

成則についても文献 5）と同様のものとした。この詳細

は文献 5）を参照されたい。 

 

3. 解析結果 

3.1 履歴特性 

図－4 に各解析モデルのせん断力－部材角関係のうち，

特徴的なものをいくつか示す。図中における赤線が開口

Model 0.37   B-  200

②開口形状…[A]包絡開口と同じ形状
            [B]開口長さに対する高さの比が1:2/3  
            [C]開口長さに対する高さの比が1:1

③開口間隔…最小100mmから増分100mm

①開口サイズ…包絡開口に置換した際の等価開口周比
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図－1 開口パターン，開口形状および開口間隔を変数とした解析モデル代表例 
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形状 B シリーズおよび C シリーズの解析から得られた

せん断力－部材角関係で，黒線は A シリーズの包絡線で

ある。また，図中には各計算式による終局せん断耐力算

定値を青線および緑線で示しているが，算定方法ならび

に結果については 3.4 節で後述する。 

いずれも開口間隔が小さい場合，載荷方向による最大

せん断力の差異はほとんど見られない。これは文献 2）

に示される中央開口試験体 WO1 でも載荷方向による最

大耐力の差異はほとんどなく，このような開口条件では

中央の単一開口とみなして算定することができると言え

る。特に開口形状 C シリーズの場合， Model0.18 では開

口間隔 100mm まで，Model0.37 では開口間隔 300mm ま

で A シリーズの解析結果と近い履歴ループを示し，包絡

開口による算定を適用できると推察される。しかし，開

口間隔が増加することで文献 8）に示すような開口が斜

め方向に配置された対角開口試験体 WO7 のような載荷

方向により最大耐力に差異が生じる特徴が確認できた。 

以上のことより，開口間隔が小さい場合には載荷方向

による最大せん断力の差異がみられず，現行の計算規基

準によるせん断耐力算定法を適用可能である。一方開口

間隔が大きい場合，載荷方向による差異を表現できる算

定法が必要である。 

3.2 せん断応力度分布のコンター図および破壊性状 

図－5 に最大せん断力時に形成されたせん断応力度分

布のコンター図を，図－6 に最大せん断力時におけるひ

び割れを示す。各部材は，図中左の柱を左側柱，右の柱

を右側柱とし，各柱に付帯する袖壁をそれぞれ左側袖壁，

右側袖壁，開口に挟まれた壁板を開口間壁板とする。 

本解析における対角配置された開口条件の場合，載荷

方向によって形成されるストラットの角度や幅に差異が

生じていた。また負載荷では，開口間隔が小さい場合に

は 2 層左側袖壁から 1 層右側袖壁にストラットが形成さ

れるのに対し，開口間隔が大きくなることで 2 層左側袖

壁から 1 層開口間壁板でストラットが形成されることか

ら，上下層の開口位置によっても部材に伝達されるせん

断力に差異が生じると推察される。 

図－6 のひび割れおよびコンクリートの圧縮軟化の結

果から，Model0.37 B-100 のように開口間隔が小さい場合，

2 層右側袖壁から 1 層開口間壁板に応力が伝達されにく

く，2 層の圧縮軟化による破壊が先行することが確認で

きる。一方，開口間隔が増加すると，Model0.37 B-300 の

ように1層と2層で同程度の圧縮軟化の進行がみられた。

これは図－7 に示す文献 3）の包絡開口試験体でも同様

の結果を示した。さらに開口間隔が Model0.37 B-500 程

度に増加すると，開口周辺部で圧縮軟化がみられ，開口

間壁板の圧縮軟化は軽度になる傾向がみられた。 

3.3 各部材の負担せん断力 

図－8 に各解析モデルの R=1/250rad.時の 1 層における

各部材のコンクリート要素が負担するせん断力を示す。

なお，同図には各計算式による終局せん断耐力算定値

Qsui に対する解析モデルの最大せん断力 Qana との比

Qana/Qsu1 および Qana/Qsu2 を左軸に，各部材の負担せん断

力を右軸に示す。負担せん断力は図－3 に示す 1 層壁板

高さの中央位置である，脚部からの高さ 350mm の要素

の負担せん断力を各柱，各袖壁，開口間壁板と部位別に

示す。なお，開口形状 B シリーズの場合，開口直下にも

コンクリート要素が存在するのに対して，C シリーズの

開口配置では要素が存在しないことからBシリーズは開

口直下の要素から算定した負担せん断力についても示す。 

解析結果から，開口間隔の増加に伴い最大せん断力が

増加する傾向が全体的に見られたものの， Model0.18 の

場合は開口間隔 200mm 以降の増加はわずかであった。

それに対し Model0.37 の場合， 開口形状 B シリーズは

開口間隔 900mm まで，C シリーズは 800mm まで最大せ

ん断力が増加する傾向が見られた。 

各要素の負担せん断力について比較すると，圧縮側柱 

    

    
 

図－4 荷重－部材角関係 
解析結果 包絡開口算定結果Qsu1 等価開口周比算定結果Qsu2包絡開口解析モデル包絡線

 

- 357 -



 
図－7 実験結果と解析結果の比較 

 

の負担せん断力は開口間隔によって差異が生じ，最も高

い値で Model0.37 B-1000 の負載荷方向時の 200kN 程度

であった。これは図－5 のコンター図を見ると側柱に開

口が接することで，開口上部を通るストラットが開口隅

角部で集中したことにより側柱の負担せん断力が高くな

ったと思われる。しかし，開口間隔が異なる場合であっ

ても，100kN から 150kN のおおよそ一定の負担せん断力

で推移していた。一方，1 層の引張側柱はいずれの解析

モデルでもほとんどせん断力を負担していなかった。 

一方袖壁および開口間壁板は部材長さによって負担

せん断力に差異が生じているが，袖壁については

Model0.18 B シリーズ，C シリーズおよび Model0.37 B シ

リーズの場合，圧縮側は引張側と比較して 2 倍以上せん

断力を負担しているのに対して，Model0.37 C シリーズ

では圧縮側と引張側部材の負担状況が同程度となり，圧

縮側の負担せん断力が低くなる傾向を示した。また，袖

壁や開口間壁板の部材長の差異によって形成されるスト

ラットも形状が変化する傾向があり，袖壁の負担するせ

ん断力の減少に伴い開口間壁板の負担せん断力が増加す

る。一例として， Model0.37 において，B-500 の正載荷

時のように引張側袖壁となる 1 層右側袖壁でのせん断力

の伝達がほとんどない場合，開口間隔 600mm 以上で引

張側袖壁の負担せん断力の減少が頭打ちとなる一方で， 
 
開口間隔の増加に伴う開口間壁板のせん断力の増加が顕

著となり，最大せん断力が増加するものと推察される。 

一方，開口直下の部材が負担するせん断力の場合，

Model0.18 と Model0.37 では開口長さが 2 倍異なるにも

かかわらず，Model0.18 B シリーズと Model0.37 B シリ

ーズの正載荷方向を比較すると，開口間隔が同一であれ

ばおおよそ等しい負担せん断力を示した。これは開口隅

角部に応力が集中して開口直下に回り込むように応力が

伝達されているため，開口長さが増加しても同じ傾向に

なることが予想できる。 

開口間壁板について，Model0.18 の場合， C -100 では

いずれの載荷方向でもストラットが形成されず，開口間

壁板が負担するせん断力がわずかであることから，3.1 節

のように包絡開口の開口形状Aシリーズの解析結果と近

似したと考えられる。また Model0.37 の場合，B-100，C-

100 ともに正載荷で 1 層開口間壁板でのストラットは形

成されているものの，C-100 は B-100 と比較するとスト

ラットの幅が小さく，載荷方向による最大せん断力の差

異がほとんどないことから開口形状Aシリーズのモデル

と近似したと推察される。 

本解析による開口配置の場合，正載荷ではストラット

が形成される方向に向かって開口が配置されているのに

対し，負載荷ではストラットが形成される方向にならぶ

ように開口が配置されている。そのため同一載荷方向の

開口間せん断力を比較すると，負載荷では伝達されるせ

ん断力が低下し，最大せん断力が低くなる傾向を示した。 

3.4 FEM 解析の最大せん断耐力およびせん耐力算定結果 

表－4 に各算定式による終局せん断耐力算定値を示す。

RC 規準で有開口耐震壁の終局せん断耐力を算定する場

      

 

      
図－5 最大耐力時のせん断応力度のコンター図 

      
 

図－6 最大耐力時のひび割れ 
圧縮軟化をしている要素 圧縮軟化を経験した要素 ひび割れ
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合，無開口耐震壁の終局せん断耐力に開口形状に応じた

低減率 r を乗じて算定する。本論文では複数の開口を包

絡開口に置換して終局せん断耐力を算定する手法の評価

を目的としているが，RC 規準には投影面積当たりの欠

損率や水平断面の欠損率の合計による低減率から終局せ

ん断耐力を算定する手法についても記されている。そこ

で開口低減率を算定するにあたり，式（2）に示す複数の

開口を包絡開口に置換して得られる低減率から終局せん

断耐力を算定する Qsu1 と，式（3）に示す各開口の等価開

口周比を合計して低減する Qsu2 で比較を行う。開口低減

率の算定に用いた諸元は図－2 に示しており，h0pは左側

開口上端部から右側開口下端部までの高さ，l0pは各開口

長さの合計である。終局曲げ耐力 Qmu の算定は，終局せ

ん断耐力が終局曲げ耐力より小さくなることを確認し，

せん断先行破壊型であったことから省略する。なお，式

中のその他記号については文献 1）を参照されたい。 

<終局せん断耐力>1） 

𝑄௦௨௜ ൌ 𝑟௜ ቄ
଴.଴଺଼௣೟೐

బ.మయሺி೎ାଵ଼ሻ

ඥெ ሺொ∙஽ሻ⁄ ା଴.ଵଶ
൅ 0.85ඥ𝜎௪௛ ∙ 𝑝௪௛ ൅ 0.1𝜎଴ቅ 𝑡௘𝑗௘  （1）

<包絡開口による低減率>1） 

𝑟ଵ ൌ 1െ𝑚𝑎𝑥 ቊ1.1 ൈ
௟బ೛
௟
, 1.1 ൈට

௛బ೛௟బ೛
௛௟

,
௛బ೛
௛
ቋ  （2）

<等価開口周比の合計による低減率> 

𝑟ଶ ൌ 1 െ 1.1 ൈ ට௛భ௟భା௛మ௟మ
௛௟

  （3）

 

各算定式と最大せん断力を比較すると，開口形状 C シ

リーズの開口間隔が小さい場合，等価開口周比の合計に

よるせん断耐力算定値 Qsu2では最大で 1 割程度耐力を高

く算定し，包絡開口による算定値との対応が良くなる可

能性を示した。いずれの開口サイズにおいても開口形状

が C シリーズで開口間隔が 100mm 程度に小さい場合，

包絡開口によるせん断耐力算定が解析の最大せん断力と

  

  

  

  
 

図－8 各解析モデルの負担せん断力 

圧縮側柱 圧縮側袖壁 開口間壁板 引張側袖壁 引張側柱 開口直下 Qana/Qsu1 Qana/Qsu2

表－4 せん断耐力算定結果 

解析モデル 
無開口 
（kN） 

包絡開口 Qsu1（kN） 等価開口周比合計 Qsu2（kN） 

低減率 B，C 低減率 B 低減率 C 

Model0.18 
680.1 

0.80 543.4 0.86 583.5 0.83 561.8 

Model0.37 0.60 406.7 0.72 487.0 0.65 443.4 
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の対応がよくなる傾向にあり，B シリーズの場合には等

価開口周比の合計による算定値との対応がよくなる結果

となった。特に Model0.37 B の場合，包絡開口によるせ

ん断耐力算定値 Qsu1と等価開口周比の合計によるせん断

耐力算定値 Qsu2を比較すると， Qsu2は Qsu1のおよそ 2 割

程度差異があるため，Qsu1 による算定結果を適用した場

合には過小評価することとなる。また，開口間隔 1000mm

の場合 Qsu1算定では 4 割耐力を低く評価してしまうこと

から，開口間隔が大きい場合には包絡開口による算定は

不適当である。 

Model0.18 については，開口間隔が増大しても最大せ

ん断力はおおよそ一定で推移することから，開口サイズ

の大きさが最大せん断力へ及ぼす影響が支配的であり，

開口間隔による影響はわずかになると推察される。しか

し Model0.37 の場合には，開口直下の負担せん断力を全

体から差し引いても開口形状Bの負担せん断力の合計が

開口形状 C より高く，開口間隔が大きくなることでせん

断力が増加することが確認できる。以上より，本解析モ

デルに示す Model0.18 から Model0.37 のように開口サイ

ズが大きくなることで水平断面の欠損だけでなく，開口

配置もせん断力に影響を及ぼすため，耐震壁のせん断耐

力を合理的に評価するためには，壁板に対し開口が大き

く，開口間隔が大きい場合にはこれらを考慮してせん断

耐力を算定することが望ましい。 

包絡開口による算定法の適用において，開口間隔が比

較的小さく，元の開口の等価開口周比の合計と仮定した

包絡開口の等価開口周比の差が小さいことを確認するこ

とで，耐震壁の持つせん断耐力を精度良く評価できる。

一方，開口間隔が大きい場合には開口間壁板の負担せん

断力の増加や載荷方向による最大耐力の差異により包絡

開口による算定がそぐわない。 

 

4.まとめ 

本論文では RC 規準で包絡開口に置換した場合に等価

な終局せん断耐力を算定する開口を有する RC 造耐震壁

を対象に，開口サイズ，開口形状，開口間隔を解析変数

としたパラメトリック解析を行った。解析より明らかに

なった知見を以下に示す。 

1） せん断力－部材角関係から，対角開口において開口

間隔が小さい場合，開口間隔が大きいモデルと比較

して最大せん断力は低くなる。 

2） 各部材の負担せん断力状況とせん断力－部材角関

係から，いずれの開口形状のシリーズにおいても，

開口間隔が小さく開口間壁板がせん断力を負担し

ない場合，載荷方向による最大せん断力の差異はわ

ずかであった。これは中央開口試験体と同様の履歴

特性であり，このような開口配置の場合，中央の単

一開口による算定手法の適用が可能である。一方，

開口間隔が増加する場合，載荷方向により壁板で形

成されるストラットの形状や角度に差異が生じる

ため，最大耐力の差異を考慮した評価法が望ましい。 

3） 開口形状 C シリーズのように包絡開口に置換する

前の等価開口周比の合計と仮定した包絡開口の等

価開口周比の差が小さく，かつ開口間隔が小さい場

合，最大せん断力が包絡開口による算定手法と良い

対応を示した。しかし，開口形状 B シリーズのよう

に両者に差がある場合，開口間壁板の負担するせん

断力により最大せん断力が同じ開口間隔の C シリ

ーズと比較して高くなった。この時，包絡開口によ

る算定では開口間隔によらず最大せん断力を過小

評価する傾向を示し，等価開口周比の合計による算

定値の方が良い対応を示した。 

4） FEM 解析による最大せん断力と終局せん断耐力算

定結果の比の推移から，包絡開口に置換した際の等

価開口周比が小さい場合，開口間隔の変化が最大耐

力に及ぼす影響はわずかになり，等価開口周比が大

きくなることで開口配置による影響が大きくなる。 
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